
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 4年 度  事 業 報 告 書
2022年4月 1日 から 2023年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 教育支援協会

1 事業の成果
学校教育 。社会教育の推進を目的とした教育事業及び教育支援事業及び政策提言

政策懇話会

次の時代の教育の在り方について協議し、地方創生に向けた教育の在り方をテーマに政策懇話会を

き議論を行った。

生涯学習研究会

昨年度からの続きで、平成における生涯学習政策の変遷をテーマに議論し、科研費による調

を行った。

教育支援協会南関東事務局支援

教育支援協会南関東の事務局業務を支援した。

さいたま市老人クラブ事務局運営

さいたま市老人クラブ連合会事務局の補助業務を行った。

J―SHINE事務局運営支援

J―SHINEの事務局業務を支援した。

スポーツ 。文化活動や体験教育を促進する教育事業及び教育支援事業及び政策提言

実施なし

教育活動に必要な教育支援の研究開発事業及び政策提言

大学入試改革の推進に関する全国検定振興機構と協力事業を行った。

第二者評価事業、オープンバッジ事業

教育活動を推進するための中間支援及び政策提言

実施なし



2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業
実施なし

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日

施
所

実
場

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

事業費の

(千円)

金額

政策懇話会
2022年 4月 ～

2023今も月
東京都 2人

民間教育事

業者

11人

全国の社会

教育関係者

10人

422

生涯学習研究会
2022年 4月 ～

2023年 3月
東京都 2人

教育支援協

会南関東職

員

約200人

1898
教育支援協会南関東

事務局支援

2022年 4月 ～

2023イ事3月
横浜市 2人

さいたま市 3人 3940
さいたま市老人クラブ

事務局運営

2022年 4月 ～

2023奪8月

①学校教
育 。社会教
育の推進を
目的とした
教育事業及
び教育支援
事業
及び政策提言

J―SHINE事務局運営支援
2022年 8月 ～

2023年 3月
横浜市 1人

J―SHINE職員
924

② スポー

ツ・文化活

動や体験教

育を促進す

る教育事業

及び教育支

援事業及び

政策提言

実施なし
ｎ

Ｖ

2022年 4月 ～

2023年 3月 東京都 3人

検定団体職

員、受検者
ｎ

Ｖ

③ 教育活動

に必要な教

育支援の研

究開発事業

及び政策提

大学入試改革の推進に関

する全国検定振興機構と

の協力事業

④教育活動

を推進する

ための中間

支援及び政

策提言

実施なし
∩

Ｖ



書式第 13号 (法第28条関係)

2022年度  活動計算書

2022年4月 1日 から 2023年 3月 31日 まで

科 金
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434,170
120,000
283,800

12.788.190
-3.444.190

374
374

114,000
10.220

124.220
-3.568.036

55
-3 月6R_091
42_963_799

経常収益
1 受取会費
会員受取会費
入会金

2
受取会費計
受取寄附金
受取寄附金

3

受取協賛金
受取寄付金計
事業収益
①学校教育・社会教育の推進を目的とした教育事業及び教育支援事業及び政策提言
②スポーツ・文化活動や体験教育を促進する教育事業及び教育支援事業及び政策提言
③教育活動に必要な教育資源の研究開発事業及び政策提言
④教育活動を推進するための中間支援及び政策提言
事業収益計
4 その他収益
雑収入
その他収益計
経常収益計
Ⅱ 経常費用
1 事業費
(1)人件費
給料手当
通勤手当
法定福利費
非常勤人件費
非常勤交通費
人件費計
(2)その他経費

費
費
　
費
　
料
費
料

通
搬
　
熱
　
数
託
険
費
賃
課

交
通
費
光
費
手
委
保
品
家
公

費
送
議
道
信
払
務
払
耗
代
税

旅
発
会
水
通
支
業
支
消
地
租
その他経費計
事業費計
2 管理費
(1)人件費
役員報酬
職員人件費
通勤手当
法定福利費
人件費計
(2)その他経費
旅費交通費
支払会費
支払報酬
発送運搬費
会議費
通信費
支払手数料
業務委託費
リース料
消耗品費
租税公課
雑費
その他経費計
管理費計
経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益
受取利息

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

雑損失 前年度会費未回収分
寄付金支出 教育支援協会東海出

経常外費用計
版本

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額



書式第 15号 (法第 28条関係)

2022年度 貸借対照表

2023年 3月 31日現在

特定非営利活動法人 教育支援協会

(単位 :円 )

科
日

Ｈ 金 額

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

仮払金

前払費用

未収入金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)投資その他の資産

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計
資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

預り金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

34,831,1

820,

201,500

000

855,509

70,385

40,321,602

925,894

40,321,602

42,963,799
-3,568,091

925,894

39,395,708

40,321,602



2022年度  計算書類の注記
特定非営利活動 教育支援協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

(2) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却しています。

(6) 消費税等の会計処理
消費税の会計処理は税込経理方式によつています。

2.事 業別損益の状況

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
事業費と管理費の按分方法
事業費と管理費が同時に支払われているものは、事業費 :管理費の割合を5:5と した。

科 目

①学校教育・社
会教育の推進を
目的とした教育
事業及び教育支
援事業及び政策
提言

②スポーツ・

文化活動や体
験教育を促進
する教育事業
及び教育支援
事業及び政策
提言

業
提
事
策
発
政
開
び
究
及

③教育活動
に必要な教
育資源の研

④教育活動を推
進するための中
間支援及び政策
提言

事業部門計 管理部門 合計

374,000
0

0

8,970,000
0

0

0

0

8,970,000
0

0

0

0

8,970,000
0

8,970,000 8,970,000 374,000 9,344,000

0

2,400,000
108,060
367,419
0

0

0

2,450,000
360.502

1,200,000
2,040,000
108,060
410,240
0

0

0

0

0

1,200,000
4,440,000
216,120
777,659
0

0

0

2,450,000
360.502

0

2,400,000
108,060

367,419
0

0

0

2,450,000
360,502

5.685.981 3.758.300 9.444.2815,685,981

76,270

0

0

0

1,996
37,590
0

72,322
14,987

92,528
18,210
0

58,078
0

9,680

1,111,170
3,450
0

1.496.281

76,270
0

0

0

1,996
37,590
0

72,322

14,987
92,528
18,210
0

58,078
0

9,680
1,111,170
3,450

0

1.496.28

434,170
0

120,000
283,800
282

521,318
0

192,635
158,009
49,500
0

55,884
0

0

4,780

510,440
0

120,000
283,800
2,278

558,908
0

264,957
172,996
142,028

18,210
55,884
58,078
0

14,460

1,111,170
6,400

7.182.262 7.182.262 5.605.928 12.788.190

374 374

l 374 374

0

114,000
10.220

0

114,000
10,220

124.22( 124,22(

55 55

1,787.738 1.787,71 l   -5,355,774 -3.568,091

人件費
役員報酬
給料手当
通勤手当
法定福利費
福利厚生費
講師人件費
講師交通費
非常勤人件費
非常勤交通費
人件費計
その他経費
旅費交通費
新聞図書費
支払会費
支払報酬
発送運搬費
会議費
支払保険料
通信費
支払手数料
業務委託費
支払保険料
リース料
水道光熱費
印刷費
消耗品費
地代家賃
租税公課
雑費
その他経費計

受取利息
経常外収益計
経常外費用

支払利息
雑損失
寄付金支出

経常外費用計
法人税、住民税及び事業税

(2)

当

受取会費
受取寄附金
受取助成金等
事業収益
その他収益

1.

2.
3.

4.
5.

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)

経常費用計
Ⅲ 経常外収益

3.



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年度 財産目録

2023年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 教育支援協会

(単位 :円 )

科 目 金額

資産の部

1 流動資産
現金預金

現金

手元有高

普通預金

三菱東京UFJ銀行 新橋支店 
楽天銀行 ビー ト支店 

現金預金合計

仮払金

さいたま市老人クラブ事務局事業

仮払金計

前払費用

埼玉事務所4月 分家賃
2023年度J―SHINE年 会費

前払費用計

未収入金

さいたま市老人クラブ事務局委託料

教育支援協会南関東事務局委託料

J―SHINE事 務局委託料

年会費 (3月 分)
未収入金計

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金
3月 分役員報酬
3月 分職員給与、通勤費
3月 分倉庫保管代
3月 分旅費
3月 分通信費
3月 分会議費
3月 分埼玉事務所電気代、電話代
3月 分社会保険料雇用主負担分

未払金計

預り金 (法定福利費 )

預り金計

流 動 負 債 合 計
2 固定負債
固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

42,733

33,729,630

1,058,739

34,831,102

40,321,602

820,000

820,000

81,500

120,000

201,500

4,070,000

330,000

55,000

000

100,000

612,010

4,725

7,860

13,868

44,431

9,712

62,903

000

509

40,321,602

925,894

70,385

925.894

39.395.708





書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿
2023年 3月 31日現在

特定非営利活動法人 教育支援協会

氏   名

1 吉田 博彦

2 池田 道子

3 芝野 靖

4 株
式会社 神賛社
代表取締役 和田真直

5 本多 功

6 立山 由生

7 白石 友柄

8 真塩 ひとみ

9 株
式会社 旺文社
会長 生駒 大壱

10 岩間 文孝


